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親会社以外の支配株主及び主要株主の異動に関するお知らせ 

 

2025年３月21日付及び2025 年６月30日付で、当社の親会社以外の支配株主及び主要株主に以下の通り異動が

ありましたので、お知らせいたします。 

なお、本件につきましては、異動が生じた時点で遅滞なくお知らせするべきにもかかわらず、開示時期が遅

延しましたことを深くお詫び申し上げます。 

 

１．異動が生じた経緯 

（１）親会社以外の支配株主の異動について 

 2025年３月21日付で、当社普通株式の福岡証券取引所Q-Boardへの新規上場に伴う当社の公募株式の発行によ

り発行済株式総数が増加したこと並びに中本久富氏（以下、「同氏」という。）による当社普通株式の売出し

及びオーバーアロットメントによる売出しのためのフィリップ証券株式会社に対する当社普通株式の貸出しに

より、同氏の議決権所有割合が低下し、同氏は当社の親会社以外の支配株主に該当しないことになりました。 

 

（２）主要株主の異動について 

 当社が2018年３月７日付で発行した、第２回の新株予約権の全部が2025年６月30日付で行使されたことに伴

い、総株主の議決権数が増加したことにより、同氏の議決権比率が減少し、主要株主に該当しないこととなり

ました。 

 

２．異動した株主の概要  

（１）親会社以外の支配株主でなくなった株主 

 

（１） 名       称 中本 久富 

（２） 所   在   地 埼玉県北葛飾郡松伏町 

 

（２）主要株主でなくなった株主 

 

（１） 名       称 中本 久富 

（２） 所   在   地 埼玉県北葛飾郡松伏町 

 

 



３．異動前後における当該株主の所有する議決権の数及び議決権所有割合 

 

（１） 親会社以外の支配株主の異動 中本久富 

 

  属性 
議決権の数（議決権所有割合） 

直接所有分 合算対象分 合計 

異動前 

（2025年２月 17日現在） 

親会社以外

の支配株主 

3,190個 

（20.00％） 

5,500個 

（34.48％） 

8,690個 

（54.48％） 

異動後 

(2025年３月 21日現在） 
－ 

1,890個 

（11.15％） 

5,500個 

（32.45％） 

7,390個 

（43.60％） 

注１ 異動前の総株主の議決権の数に対する割合は、2025年２月 17 日現在の発行済株式総数

1,725,000株から議決権を有しない株式数130,000株を控除した総株主の議決権の数 15,950

個に基づき算出しております。 

注２ 異動後の総株主の議決権の数に対する割合は、2025年３月21日現在発行済株式総数

1,825,000 株から議決権を有しない株式数130,000 株を控除した総株主の議決権の数 

16,950個に基づき算出しております。 

注３ 議決権所有割合は、小数点以下第３位を四捨五入して計算しております。 

 

（２）主要株主の異動 中本久富 

 
議決権の数 

総株主の議決権の数 

に対する割合 
大株主順位 

異動前 

（2025年５月31日現在） 

1,890個 

（189,000 株） 
11.15％ 第２位 

異動後 

（2025年６月30日現在） 

1,890個 

（189,000 株） 
9.86％ 第２位 

注１ 異動前の「総株主等の議決権の数に対する割合」は、2025年５月31日現在の当社の株主

名簿に記載された発行済株式総数1,825,000 株から議決権を有しない株式数130,000 株を

控除した総株主の議決権の数16,950個に基づき算出しております。 

注２ 異動後の「総株主等の議決権の数に対する割合」は、2025年６月30日現在の発行済株式

総数2,032,000 株から議決権を有しない株式数115,000 株を控除した総株主等の議決権の

数19,170個に基づき算出しております。 

注３ 大株主順位は、2025 年５月 31日 現在の株主名簿を基準としております。 

注４ 議決権所有割合は、小数点以下第３位を四捨五入して計算しております。 

４．今後の見通し 

本件に伴う当社の経営及び業績に与える影響はありません。 

以上 


